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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第５部門第２区分
【発行日】平成24年6月28日(2012.6.28)

【公開番号】特開2010-230106(P2010-230106A)
【公開日】平成22年10月14日(2010.10.14)
【年通号数】公開・登録公報2010-041
【出願番号】特願2009-79365(P2009-79365)
【国際特許分類】
   Ｆ１６Ｌ   9/02     (2006.01)
   Ｆ１６Ｌ  11/14     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｆ１６Ｌ   9/02    　　　　
   Ｆ１６Ｌ  11/14    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成24年5月10日(2012.5.10)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　座屈波形部と直管部とが連結されている鋼管よりなる断層用管路であって、前記座屈波
形部は、１．７２√（ｒ・ｔ）で表わされる圧縮局部座屈波長と直管部の管厚のｎ倍で表
わされる山高さをパラメータとして定められた形状であり、前記座屈波形部の間隔である
前記直管部の長さが（０．５～２）Ｄであることを特徴とする断層用管路。ただし、ｒは
直管部の管半径、ｔは直管部の管厚、ｎは整数、Ｄは直管部の管外径である。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
座屈波形は、圧縮局部座屈波長（Ｌ＝１．７２√(ｒ・ｔ)、ｒ：直管部の管半径、ｔ：直
管部の管厚）と山高さ（直管部の管厚のｎ倍）をパラメータとしてＦＥＭを用いてパラメ
ータスタディを行い決定される。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
この座屈波形部１山で吸収できる変位量は最大で座屈波長であるので、座屈波形部の山数
は、座屈波長と布設部位で想定される断層変位から決定する。例えば板厚９．０ｍｍ、口
径６００Ａの鋼管で、座屈波長２７０ｍｍの座屈波長部を設ける場合には、３ｍの断層変
位が予測される部位には最低で約１２山必要になる。多くの断層変位箇所の変位は１ｍ～
５ｍ程度と予測されるので、座屈波形部の山数は、｛（１ｍ～５ｍ）／座屈波長｝程度設
けることになる。
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【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
座屈波形部の間隔は断層変位および断層角度を考慮し、解析を行って決定する必要があり
、通常（０．５～２）Ｄ（Ｄ：直管部の管外径）程度が適当である。座屈波形部と直管部
との接合は、一体構造とするため溶接接合が望ましい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　ａ　座屈波形管
ｂ　断層面
ｃ　直管
ｄ　座屈波長
ｅ　山高さ
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